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「技術予測国際 コンファ レンス」開催 につ いて
当研 究所 とフ ラ ウ ンホ ー フ ァー ・シ ステ ム ・技術 革 新 研 究 所(FhG/ISI)の主催 に よ り、1995年6
月!3H(火)～14N(水)に か け て 、 日本 科 学 技術 情 報 セ ン ター 会議 室 にお い て 国際 コ ン フ ァ レン
ス 「技 術 予 測 の 国 際展 開(lnternationalDevelopmentofTechnologyForecasting)」を 開 催 した 。
当研 究 所 とISIは 共 同 プ ロジ ェ ク トと して 日独 技 術 予 測 調 査(ミ ニ ・デル フ ァイ 調 査)を 昨年
よ り実 施 して い る。本 コ ンフ ァ レン ス にお い て は 、 こ の比 較 分析 結 果 に基 づ い て 、両 国 の科 学 技 術
の長 期 的 な 展 望 の 一致 点及 び相 違 点 、並 び に科 学 技術 を巡 る経 済 、文 化 等 の社 会 的 要 因等 にっ い て
の発 表 ・討 議 を 行 った。 ま た 、 日独 以 外 の 国 々 の技 術 予 測 活 動 の報 告 が行 われ 、各 国 の参 加 者 の 間
で技 術 予測 の今 後 の 国 際 協力 の在 り方 等 の討 議 ・意 見 交 換 を行 った。














ミニ ・デ ル フ ァイ 調 査 につ いて
桑 原 輝 隆(科 学技 術 政 策 研 究 所 総 括 上席 研 究官)
Dr,GrUPP(ISI部長,独)
環 境 分 野
濱 田 隆 士(放 送 大 学 教授)
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オ ー ス トラ リア 及 び 韓 国 の 技 術 予 測
Dr.Johnston(ASTEC,豪)
Dr.Shin(STEPI,章)
材 料 ・プ ロセ ス分 野
前 田 弘(金 属 材料 技術 研 究所 総 合 研 究 官)
Dr.Pfisterer(UniversitatStuttgart,ii虫)
ラ イ フサ イエ ンス 分 野
軽 部 征 夫(東 京 大学 先 端 科 学 技 術研 究 セ ン ター教 授)
Dr.K6nig(BASF-Gruppe,Z虫)
総 合 デ ィスカ ッシ ョン
ラ ウン ドテ ー ブ ル メ ンバ ー に よ るデ ィス カ ッシ ョン
ここでは、技術予測 国際コンファ レンスの第4及 び第5セ ッションで報告 された英 、仏 、豪 、韓
の技術 予測 の状況 につ いて順 に紹介す ると共に、今回 のコンファレンスで討議 された ミニ ・デル フ
ァイ 調査 の結果 の一部 にっ いて紹介す る。
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1.各 国で行 われた技術予測調査 につ いて
(1)イギ リスの技術 予測調査
イギ リスの技術 予測プ ログラムは、1993年5月発表 の科学技術 白書の 中で提案 され 、同年 中に開
始 された計画で あ り、その 目的は今後10年か ら20年の間に市場化可能な優 先すべ き技術 を選 定 ・評
価す ることで ある。 政府 ・各省庁 の代表者、企業の代表者 、大学関係者 を集 めて、首相 直轄 の技術
予測委員会が設置 され た。調査 は内閣科学技術 局(OST)が 事務局 とな って実施 し、 「材料」 、
「エネルギー」、 「環境 」等15分野 、約1000課題 の大規模 なもの とな っている。調査 についてはア
ンケー ト調 査 と共に、各地域 で数十回 に及ぶ会議や イン タビューー－k9を行 い、1995年5月に委員会報
告 書が公表 され、27の包括 的課題が示 された。
今 後政府 は、 この報告 書に示 された技術 の研究 開発 を推進 してい くための予算措置 として、科学
技術 局に1996年～1998年の3年 間で4千 万ポン ド、貿易産業省 に1995年～1998年の4年 間で7千 万
ポン ドを追加す ることと している。
(2)フ ランスの技術 予測調査
高等 教育 ・研 究省(MESR)は、 ドイ ツと同様 に 日本 の第5回 技術 予測調査 の課題 をフランス語 に
翻訳 して、 フランス国内で調査 を実施 し、1995年4月に集計結果を公表 した。
その 目的は、技術予測 によ り科学技術 の発展 の展望 を把握 し、研 究開発 の優先順位 等 の科学技術
政策 を より科 学的に立案す るツール として利用す るこ とである。現時点 でのマ クロの評価 では、宇
宙分 野等にお いては ドイツ と異 なる傾 向も認 め られ てお り、今 後 さらに詳細な統計分析 を進 めてい
く考えである。技術予測 については、 フランスはまだ着手 したばか りであるが、 この よ うな新 しい
手法 とい うものが長期 的な研究課題 の検索にお いて、絶対的に必要である と考 えて いる。
?
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(3)オー ス トラ リアの技術予測調査
オー ス トラ リア科学技術会議(ASTEC)が、科 学技術 の発展動 向を将来のニー ズに適合 させ るとい
う目的で、21世紀 に向けての科学技術 に対す るニーズ調査を実施 した。スパ ン としては2010年頃ま
での15年間を対象 として、内外経済、政治 、社会 の変化 を展 望す る とともに、技術進 歩が影 響す る
と考 え られ る将来 ニー ズを抽 出す ることな どを予定 してい る。
手法 として は、デル ファイ的なアプ ロー チ、 シナ リオ解析 、関係者でのデ ィスカ ッシ ョンな ど複
数 を用 いてお り、専 門家 グループの他 にジェネ ラ リス トの リフ ァレンス グループ も置 いてい る。 こ
のよ うな方法 で120の課題 か ら絞 り込み を進 めてい る。 この調査は1994年～1995年に行 い、1995年
11月に調査結果 に関す る レポー トをオース トラ リア政府 へ提 出す る予定で ある。
(4)韓国 の技術予測調査
アンケー トの基本設計 は 日本 と同様 であるが、独 自に課題作成 を して技術 予測調査 を実施 した。
これ は、 自国の技術水準 に関す る正確 な診断 と技術予測 を土台 とした長期的科学技術政 策の展開に
よ り、西暦2000年代 には先進7カ 国の技術水準 に到達す るとい う国家 目標 に基づいた ものであ る。
科学技術政策管理研 究所(STEPI)は、1993年～1994年にか けて、情報 ・エ レク トロニ クス、電気
通信 、材料、 医療等15分野、合計1174課題(第2回 調査 時)の 技術予測調査を実施 し、報告 書を19
94年10月に公表 した。 この技術 予測 調査課題の 中には 日本 の第5回 技術 予測調査 と同一及 び類似 課
題 が317課題含 まれ ている。 また、韓国の調査 では、韓国内での実現時期 と共 に、世界で最 も進ん で
いる国での実現時期 も予測 しているが、概 して、世界 に比べ て韓国 は5年 程度遅 い とい う結果 が得
られ ている。
2.ミ ニ ・デ ル フ ァイ調 査 の結 果 につ い て
ここではスペースの関係上 、コンファ レンスで討議 された調 査質問項 目の中か ら 「重要度」 と
「実現予測 時期」 の一部 にっ いて紹介する。
今 回の ミニ ・デル ファイ調査 は、①材料 ・プロセス分野(太 陽電池 、超電導)、 ②情報エ レク ト
ロニ クス分野(人 工知能、ナ ノテ クノロジー とマイ クロマシ ン)、 ③ ライ フサイエ ンス分野(が ん 、
脳機能)、 ④環境分野(ご み処理技術 と リサイ クル、地球規模 の気象変動)の4分 野(8サ ブエ リ
ア)の 合計132課題(第2回 調査時)を 対象に実施 した。
(1)重 要 度
今回の調査 では重要度 を 「科 学技術 の発 展のためj、 「経済の発 展のため」 、 「環境 の向上 のた
め」、 「発展 途上国の発 展のた め」、 「社会の発展 のた め」の、五つのカテ ゴ リー に分 けて聞 くと
い う新 しい試 みを行 った。 第5回 技術予測調査 までは、いろい ろな ものを含 めた重要度 とい うこ と
で聞いてお り、ある場合 は回答者は科学的な問題 として重要性 を評価 し、ある場合は経 済的な問題
として重要度 を評価す る可能性 もあった。 それ は渾然一体 と していたが、今回は この よ うな形で 、
よ り細 か く分析 出来 るよ うに した。
ここでは この五つの カテ ゴ リーの 中か らr科 学技術 の発展 のため」 について、紹介す る。
(科学技術の発展 のた め)
全課題にお いて、科 学技術 の広い分 野の発展に寄与す ると評価 された値(指 数:最 大100、最小0)
の平均 は、 日本が81、ドイツが87とドイツの方が若干高 いものの、 日独 とも今 回の重要度 の設 問項
目の 中で 「科学技術の発展 のため」 が最 も重要 と考えている。
サブエ リア毎に見てい くと、 「脳機能」を 口強 ともに最 も高 く評価 している。 「人工知能」 、
「がん」及 び 「気象変動 にっ いて 日独 とも平均値 よ り高 く評価 し、逆 に、 「太 陽電池」及び 「ご
み処理 」に対す る評価 は 日独 ともに平均 よ りかな り低い結果 となった。(図1)
日独 ともに90以上の高 い評価 を行 った課題 は、43課題 である。 この うちの約半分にあた る20課題
の課題 内容 は 「解 明」 に関す るもの、例えば 「脳 の並列情報処理 の統合機構の解 明」 とい った脳機
能 の未解 明部分 の研究 、あるい は、 「大気 圏、海洋、生物圏の二酸化炭素循環に人間が与 える影 響
の定量的解 明」 とい う自然環境の根幹 に関す る課題等であ り、基礎研究の推進 が科 学技術 の発 展に
不可欠で ある とい う認識で両国は一致 している。
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ここでは、 ライ フサイ エンス分野 の 「脳機能 」の実現 予測時期について紹介す る。
全課題 の実現予測 時期 の平均 は、 日本20U.9年、 ドイ ツ2011.3年でほぼ同様 である。 両国の課題
実現 の推移 のパ ターンは、図2に 示す とお りであ り、 ともに2008年くらいまで はあま り大 きな進 展
はな く、その後約10年をかけて70%強の課題 が段階的 に実現 してい く形 になってい る。 この よ うな
パ ター ンは一致 してい る ものの、個 々の課題 では ドイ ツの予測が3年 以上早い ものが18課 題 中5
課題 、逆に 日本 の課題が3年 以上早い ものが2課 題 あ り、比較 的大 きな差の認 められた領域であ る。
両国 ともに、比較的早期 に実現す ると考え られてい るのは、 「多数のニ ュー ロンの活動 を同時 に、
かっ長 時間記録す る技術 の開発 」、 「ヒ トの高次脳機 能活動 の無侵襲 ・高解像度観 察技術の開発 」 、
「ヒ トの脳活動 に伴 う分子 レベル変化 の無侵襲観 察技術 の開発j等 の研 究 ツール となる実験観 察技
術で あ り、いずれ も2008年までに実現す る と考 え られている。
ドイ ツの予測が 日本 よ り遅 くなっている例 としては、 「モデル動物の脳神経系 の情報 処理機能 の
解明」(日 本2013年、 ドイ ツ2017年)が挙 げ られ るが、 これ については、 ドイ ツでは、動物 実験 が
動物保護 との関係 でなかなか進 まない と考 えてい る可能性が強い。 この ことは、 ドイツ回答者 の コ
メン トに現れてい る。 これ以外 の課題 について も、 ドイツの コメン トでは動物保護法が研究 の障害
にな るとい う意見が散 見 され る。















































3.技 術 予 測 コン フ ァ レンス で の ポ イ ン ト
今 回の技術予測 コンファ レンスでは、2日 間 にわた り様 々な視点 か らの討議 が行われ たが、主要
な点 は以下 の3点 で ある。
①本会議で は ミニ ・デル ファイの4分 野の調査結果の討議 を通 じて、この よ うな技術予 測を国際 協
力の下 に実施す ることが長期 的な政策 ・計画等の立案 に有用 であるとい う共通 の認識 が得 られ た。
②各国のプ レゼ ンテー ションか ら、 日本、 ドイツ、フランス及び韓国のデル フ ァイ法 を中心 とした
アプ ローチの他、イギ リスのデル ファイ法 にシナ リオ分析 、パネルデ ィスカ ッシ ョンを加 えた全政
府的なアプ ローチ、オー ス トラ リアの将来ニーズに着 目したアプ ローチのよ うに各国 とも 自国の 問
題意識 、国情 等に応 じて、多様 な試み が行われ ているこ とが明 らかになった。
③技術 予測 に関す る今後 の国際 協力 にっいての討議 にお いては、まず 日本 よ り1995～1996年度に実
施す る第6回 技術 予測調査 の計画 を紹介 し、調査 内容 を検討 ・確定 してい く段階で適宜情報を各 国
に提供 してい く用意 のある旨の説明 を行 うとともに、各国の調査ニーズ を満足 させ るた め、各国が
共通 して調査す る課題 のグルー プ及 び 自国のみ にお いて調査す る課題 のグルー プを設定す る方式の
提案 を行 った。
これ に対 して、 ドイツか らは 日本 と協力 して第6回 技術 予測調査 を行 うとい う意向が表 明 され 、
その他 の国の出席者か らも関心が表 明 され た。
1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○研究会等/ResearchMeetings
・ 「アジアの科学技術政策 に関す る研究会」の第3回 会合 を7 .月3日に 、第4回 会合 を7月17
日に開催 した。 第3回 会合 においては、民間企業ベ ースで行 われ てい る韓国に対す る諸外国か ら
の技術移転 につ いて、第4回 会合においては、韓国の科学技術 の現状 を考 える上で留意すべ きポ
イン ト(日 本 との違 いな ど)に ついて議論 を行 った。
il.そ の 他/OtherTopics
○海 外 出 張
・7/8～/14永 田第1研 究 グル ー プ 研 究 員(ア メ リカ)
イ ノベ ー シ ョン調 査 に 関す る打 合せ
・/8～/17後 藤 第1研 究 グル ー プ総 括 主任 研 究 官(ア メ リカ 、 オ ー ス トリア)
イ ノベ ー シ ョン調 査 に 関す る打 合せ 他
・/19～/28丹 羽 所 付(韓 国)





イ ノベ ーシ ョン調査 に関す る打合せ
カーネギーメ ロン大学(ア メ リカ ・ペ ンシルバニア州 ピッツバー グ市)
後藤第1研 究 グループ総括 主任研究官
永 田 〃 研 究員
・出 張 目的 及 び経 過
現 在 、 後藤 、 永 田が 実施 してい るイ ノベー シ ョン調 査 に つ い て 、米 国 の共 同研 究 者 で あ る カー
ネ ギー メ ロ ン大 学 の ウェ ス レー ・コー エ ン、 イ リノイ 大 学 の ジ ョン ・ウォル シ ュ 、及 び欧 州 の共
同研 究者 で あ るMERIT(MaastrichtEconomicResearch工nstituteonInnovationand
Technology)のア ン ソニー ・アル ンデ ル と、 それ ぞれ の研 究 の進 捗状 況 を互 い に報 告 す る と と も
に 、 今後 の 共 同研 究 の進 め 方 にっ いて 打 ち合 わせ を行 った 。 な お 、 ミー テ ィン グ に は 、 フ ラン ス
で 同様 の サ ー ベ イ を 行 ったINSEEの イ ザベ ラ ・カ ブ ラ も 同席 した。
この 調 査 は、 米 国 に お け る イ ノベ ー シ ョンの 専有 可能 性 の 実 態 を 明 らか に した イ ェ ール ・サー
ベ イ の 国 際 比 較版 と して位 置 づ け られ る もの で あ り、 当研 究 所 が 担 当 して い る 日本 側 調 査 にお い
て は 、 イ ノベ ー シ ョンの標 準 的デ ー タの 収集 を 要請 してい るOECDへ の対 応 とい う 目的 も含 ま
れ て い る。
各 国 の 進 捗 状 況 に つ い て は 、以 下 の とお りで あ る。 日本 及 び 米 国 で は1994年に サー ベ イ を 実施
し、 現在 、 結 果 を と りま とめ 中で あ る。EUに つ い て は1992年に サー ベ イ を実 施 し、既 に 報告 書
の 第1稿 が 完 成 して い る。
今 後 、 最 大 の 課 題 とな るの は 、先 行 して 行 わ れ たEUの サ ー ベ イ が 日米 の それ と必 ず し も同 一
の 内容 で な く、EUと 日米 の 結果 を比 較 す る際 に 、 か な りの調 整 を しな けれ ば な らな い こ とで あ
る。 ミー テ ィン グの 時 間 の 大 半 は この 問題 に費 や され 、個 別 の項 目に つ い て 、 どの程 度比 較 可 能
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か 、 比較 可 能 にす る た め に は どの よ うな調 整 が 必 要 か を検 討 した。
今 後 の研 究 の進 め 方 につ い ては 、 次 のSう に合 意 した。1996年1月ま で に 各 国 ・地 域 の結 果 を と
りま とめ 、 交換 す る。2月 に 当研 究所 の 主 宰 に よ るシ ン ポ ジ ウム を開催 し、 この結 果 を一 般 に報 告
す る と と もに 、 さ らに 専 門家 の会 合 で 、 そ の後 の 国 際 比較 の進 め方 につ いて 検 討 す る。
なお 、 シ ンポ ジ ウムは2月28日に東京 で 開催 す る こ とと し、米 国 か らネ ル ソン(コ ロン ビア大 学)、
フ ォ ン ・ヒ ッペ ル(MIT)、 コー エ ン(カ ー ネ ギ ー メ ロン大 学)、 ウォル シ ュ(イ リノイ 大 学)
、 欧州 か ら ソエ テ(MERIT)、 アル ンデ ル(MERIT)を 招 待 す る予 定 で あ る。 但 し今 後 、
メ ンバ ー に つ い て は多 少 、変 更 す る 可能 性 が あ る。
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
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